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1. 2025年9月期の連結業績（2024年10月1日～2025年9月30日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年9月期 3,256 5.0 234 96.2 254 99.9 245 ―

2024年9月期 3,100 2.3 119 33.0 127 22.6 △172 ―

（注）包括利益 2025年9月期　　242百万円 （―％） 2024年9月期　　△142百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後

1株当たり当期純利益
自己資本
当期純利益率

総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2025年9月期 63.35 ― 5.8 4.3 7.2

2024年9月期 △45.34 ― △4.1 2.2 3.9

（参考） 持分法投資損益 2025年9月期 ―百万円 2024年9月期 ―百万円

注）2023年9月期連結会計年度より「株式給付信託（J-ESOP）」を導入しており、１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上、信託財産
として株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式を期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2025年9月期 6,085 4,353 71.5 1,124.31

2024年9月期 5,822 4,153 71.3 1,072.58

（参考） 自己資本 2025年9月期 4,353百万円 2024年9月期 4,153百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2025年9月期 365 57 △67 2,123

2024年9月期 414 △114 5 1,752

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産
配当率
（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2024年9月期 ― 0.00 ― 10.00 10.00 41 ― 1.0

2025年9月期 ― 0.00 ― 13.00 13.00 54 20.5 1.2

2026年9月期(予想) ― 0.00 ― 13.00 13.00 40.0

注）配当金総額には、「株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）」が保有する当社株式に対する配当金が含まれております。その金額は、2024年9月期連結会計
年度287,081株（2百万円）、2025年9月期連結会計年度286,681株（3百万円）であります。

3. 2026年 9月期の連結業績予想（2025年10月 1日～2026年 9月30日）
（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 3,090 △5.1 100 △57.4 110 △56.8 126 △48.6 32.54



※ 注記事項

(1) 期中における連結範囲の重要な変更　：　無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　有

②①以外の会計方針の変更 　：　無

③会計上の見積りの変更 　：　無

④修正再表示 　：　無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2025年9月期 4,398,464 株 2024年9月期 4,398,464 株

② 期末自己株式数 2025年9月期 526,088 株 2024年9月期 526,440 株

③ 期中平均株式数 2025年9月期 3,872,266 株 2024年9月期 3,799,484 株

注）期末自己株式数及び期中平均株式数の算定にあたり控除する自己株式数には、「株式給付信託（J-ESOP）」の信託財産として株式会社日本カストディ
銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式を含めております。当該自己株式の期末株式数は、2025年9月期連結会計年度286,681株、2024年9月期連結会計年
度287,081株であり、期中平均株式数は2025年9月期連結会計年度286,835株、2024年9月期連結会計年度287,373株であります。

（参考）個別業績の概要

2025年9月期の個別業績（2024年10月1日～2025年9月30日）

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年9月期 779 16.8 185 89.7 204 95.8 236 ―

2024年9月期 667 13.5 97 654.5 104 298.7 △89 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後

1株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

2025年9月期 57.57 ―

2024年9月期 △21.67 ―

注）2023年9月期連結会計年度より「株式給付信託（J-ESOP）」を導入しており、１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上、信託財産
として株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式を期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2025年9月期 4,774 3,712 77.8 902.86

2024年9月期 4,531 3,522 77.7 856.79

（参考） 自己資本 2025年9月期 3,712百万円 2024年9月期 3,522百万円

※決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社グループが現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいて
おり、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提とな
る条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については添付資料５頁「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度におけるわが国経済は、緩やかな回復基調を維持したものの、物価上昇や海外需要の不透明感

により、景況感には濃淡がみられました。企業活動面では、米国の関税政策をはじめとする不安定な国際情勢が

下押し要因となった一方、インバウンド需要の回復や公共投資の拡大が下支え要因となりました。個人消費につ

いては、賃金上昇の動きがみられるものの、物価高が実質所得を圧迫し、節約志向が続くなど依然として力強さ

を欠く状況にあります。総じて、景気は持ち直しの兆しがあるものの限定的で予断できない状況です。

当社グループの事業領域であります出版業界は、長期的に続く市場規模縮小や増大する輸送コストへの対策と

して業界全体でさまざまな取組みがなされているものの、本格的な回復には至っておりません。出版科学研究所

によりますと、出版物の推定販売金額は、当連結会計年度では書籍及び雑誌がともに前年を下回り、合計で前期

比マイナス4.8％となりました。

このような状況の中、当社グループは、読者ニーズを的確に捉えた企画立案、物価高に対応した価格設定やマ

ーケティング、既刊本の販売強化と返品減少対策など、高コスト化する出版流通への対応などを主要なテーマに

活動を行い、好評既刊書籍の売上を伸ばしました。また、著者によるセミナーを出版時期等の適切なタイミング

に合わせて開催するほか、 note記事の定期的な発信を継続するなど、多角的なコミュニケーション戦略を展開す

ることで顧客基盤の強化を図りました。さらに、サブスクリプション・サービスへの電子データ提供が引き続き

伸長しているほか、当期から運用が始まった、著作権の円滑な利用を図るために導入された新制度による一時的

な収益がありました。加えて、投資有価証券として保有する上場有価証券１銘柄の一部売却を開始したことによ

り、特別利益を計上いたしました。

以上により、当連結会計年度の業績は、売上高3,256百万円（前年同期比5.0％増)、営業利益234百万円（前年

同期比96.2％増)、経常利益254百万円（前年同期比99.9％増)となり、親会社株主に帰属する当期純利益245百万

円（前年同期は親会社株主に帰属する当期純損失172百万円）となりました。

事業別の概況は次のとおりです。

(出版事業)

書籍については分野別に、続けて雑誌、オンラインでの発信・セミナー開催などについてご報告いたします。

〈会計分野〉

会計実務分野では、2027年４月開始年度から上場企業に強制適用される新リース会計基準に関する解説書を機

動的に投入しました。当社刊行誌「旬刊経理情報」の人気記事を集めた『ここから始める新リース会計基準』を

皮切りに、基準設定主体であるASBJの事務局メンバーによる『詳解 リース会計基準』、監査法人による本格的実

務書である『実務解説 新リース会計基準のすべて』、『図解＆徹底解説 新リース会計基準』などはいずれも好

評を博しています。今後も、読者ニーズを捉えた多様な切り口で関連書籍を提供していく予定です。また、わが

国で2027年３月期から順次適用が予定されているサステナビリティ開示に関して、その拠るべき開示基準の設定

主体であるSSBJの事務局メンバーによる『詳解 SSBJ基準』をいち早く刊行しました。その他、前年度以降、改正

内部統制報告制度に準拠した解説書を随時投入してきましたが、昨年２月刊行の『内部統制の仕組みと実務がわ

かる本〈第２版〉』などは当年度に入っても売れ行きは順調で、適時に増刷を繰り返しているところです。

会計学術分野では、高水準の研究書として『地域銀行の償却・引当』が日本会計研究学会太田・黒澤賞を、

『業績予想の実証分析』が日本公認会計士協会学術賞を受賞しました。また、『直接原価計算論』が日本原価計

算研究学会学会賞、『レベニュー・マネジメントの理論と展開』が日本管理会計学会学会賞、『非営利組織体の

簿記研究』が日本簿記学会学会賞、『IASB の基準開発メカニズム』が日本会計史学会学会賞、『財務会計のファ

ンダメンタルズ』が日本経済会計学会教育賞を受賞するなど、多くの書籍が表彰されました。大学向けテキスト

としても当該分野の第一人者による『財務会計』、『財務会計の思考法』が高評価を受け、販売も好調です。

〈経営・経済分野〉

日本において金利・物価ともに長年ぶりの上昇局面にある中、タイムリーに刊行した『金利の歴史』『物価の

歴史』がさまざまな媒体で書評が掲載されて増刷を重ねたほか、全国版の大学向けテキストとして『エッセンシ

ャル マーケティング』や、同じく全国版テキストシリーズであるベーシック＋シリーズとして『公共政策論』

『金融論〈第４版〉』『人的資源管理〈第２版〉』『物流論〈第３版〉』を刊行いたしました。加えて、近年注

目を浴びるデータサイエンス関連で『データ分析を使ったレポート・論文ハンドブック』を刊行するなど刊行領

域を広げています。同分野の高水準の研究成果の書籍として『職場のソーシャル・キャピタル』が日本労務学会
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学術賞を受賞したほか、『日本における経営理念の歴史的変遷』が日本マネジメント学会山城賞を受賞いたしま

した。

〈税務分野〉

主要な税目と会計・法律・ビジネスを横断的・多角的につなげて解説した『「税務マトリックス」ケース30』

が、あるようでなかった本と話題になり、今後の新たなニーズを掘り起こしたように映ります。また、税務分野

では知る人ぞ知る存在である元キヤノンの菖蒲静夫氏による『税務担当奮闘記』は制度解説に留まらない実務が

書かれているものとして大きな反響がありました。さらに、制度が複雑であり論点の多いグループ通算制度につ

いて掘り下げて解説した『ケーススタディでわかるグループ通算制度のM&A税務・組織再編税制・清算課税』や

『税務調査の連絡が来たら読む本』、『インセンティブ報酬の法務・税務・会計〈第２版〉』、『誰も教えてく

れなかった月次決算の実務Q&A〈第２版〉』も増刷を重ねています。

〈法律分野〉

『企業法務１年目の教科書 法律相談・ジェネコ対応の手引』が、若手法務パーソンが直面する生成AI時代の相

談対応を実務の観点から解説した新機軸として注目を集め、好調な売れ行きを示しました。社会的関心の高まり

を受けた『Q&A フリーランス法の基礎と対応』や『詳解 裁量労働制』も、企業の人事労務実務を支える書として

評価されています。さらに、『ケースでわかる 治療と仕事の両立支援実践マニュアル』『幼保事業者の重大事

故・不適切保育対応』など、従来の企業法務分野にとどまらず、労働・福祉領域へと対象を広げた出版に取り組

み、新たな読者層を開拓しました。法務・労務の実務基盤を押さえつつ、社会的ニーズに即したテーマ設定によ

り、出版の裾野を広げた一年となりました。

〈企業実務分野〉

企業の戦略と成果を可視化できる指標として特に近年注目を集めるROICについて解説した『ROICツリーで読み

解く経営戦略』が好評をいただき、早々に増刷を重ねたほか、ニッチなテーマながら読者のニーズを的確にとら

えた『事業計画の極意』、『サブスク会計学』、『IT統制とIT監査 現場の教科書』はいずれも好調で増刷を重

ねています。そのほか、『問いから考える人材マネジメントQ&A』は全国の人事担当者による投票によって選考さ

れるHRアワード2025に入賞するなど、実務担当者から高い評価を受けております。

〈資格試験分野〉

受験生が知りたいものの、情報があまりない点を書籍化した『税理士試験全11科目のすごい勉強法』『税理士

になるための大学院進学ガイド』を刊行しました。また、受験者と活用する企業双方にメリットがあるとして受

験者数が増加している『ビジネスマネジャー検定試験公式テキスト〈5th edition〉』および『同問題集〈2025年

版〉』を同時刊行し、いずれも増刷を重ねるなど販売が好調でした。また、定番書として認識が定着しつつある

『宅建士 出るとこ集中プログラム〈2025年版〉』『同・10分ドリル〈2025年版〉』も昨年に続いて好調でした。

〈生活実用分野〉

毎年好評を博している愛犬家、愛猫家からの投稿を集めた日めくりカレンダー『犬めくり2026』『猫めくり

2026』を刊行いたしました。また、動物と季節の植物が彩る月めくりカレンダー『Chicchi動物刺しゅうカレンダ

ー2026』、独創的なアレンジメント作品で癒される『花ことばと誕生花の週めくりカレンダー2026』などは他社

との差別化を図り人気商品として継続刊行いたしました。ONDORIブックスでは、猫の無邪気さ、奔放さを写真と

人気作家の短歌で書き下ろした猫短歌フォトブック『猫と写真と短歌と僕と』を刊行いたしました。また、リア

ルでかわいい犬や猫の折り紙21作品の折り方を紹介した『かわいい！わんにゃん折り紙』は発売後２か月で増刷

となりました。さらに、初心者でも猫をかわいらしく、面白く描ける『ねこのお絵描きレッスン帖』を刊行し好

評を博しました。

〈雑 誌〉

「企業会計」は、新リース会計基準、サステナビリティ開示基準、経理DX、ChatGPTと読む有報等の最新の論点

や制度改正の動向のみならず、戦後会計偉人伝等の歴史的・普遍的な論点も交え、読者の知的好奇心を満たす企

画づくりを行っており、引き続き読者のニーズに応えてまいります。「税務弘報」は、税理士や会計事務所の業

務に役立つテーマを主軸に据え、毎年行われる税制改正から、今論点になっている事項、そして税務の周辺情報

まで、実務の疑問に答える企画を掲載した誌面づくりを行っていきます。「旬刊経理情報」は新会計基準や改正

法令等のタイムリーな制度解説はもちろんのこと、経営に資する専門実務誌として、M&Aや資本コスト経営、サプ

ライチェーン管理といった経営企画的なテーマにも注力するほか、現場の知見を拾い出す企業インタビューや、

IPO予定企業を想定した実務情報などを提供してまいります。「ビジネス法務」では、生成AIや担保法制改正など
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の最新テーマから、契約書作成・交渉、個人情報保護、人事労務対応まで、企業法務の現場が直面する幅広い課

題を特集しました。加えて、災害時対応やセキュリティなど危機管理の視点も取り上げ、日常の業務から非常時

対応までを網羅しております。実務家による座談会や解説を通じ、法務部門の「今」を伝える誌面づくりにより、

引き続き多くの読者の支持を得ています。

〈オンライン発信・セミナー開催など〉

Webでの発信や書籍・雑誌等に連動したセミナー開催も強化しており、オンライン・リアル双方で読者・著者・

当社との関係構築を図っております。書籍と連動したチェックリストの類や税理士試験の予想問題の販売、各種

イベントレポートの配信のほか、本年度は主催・共催あわせて約60回のセミナーを開催し、7,000名超の申込と約

5,000名の参加を得ました。とりわけセミナー講師である著者と直接交流できるリアル開催が好評で、読者層の拡

大および顧客基盤の強化につなげています。

その結果、当社グループの出版事業では売上高3,137百万円（前年同期比4.2％増）、営業利益232百万円（前年

同期比62.1％増）となりました。

(出版付帯事業)

当社グループの専門雑誌を中心とする広告宣伝の請負代理が主である出版付帯事業は、広告媒体が多様化し紙

媒体への広告が大幅に減少する中で、いくつかの新規顧客を開拓いたしました。紙だけでなくWeb上でも広告を募

っており、いくつかの顧客にご利用いただいております。

その結果、売上高119百万円（前年同期比31.9％増）、営業利益14百万円（前年同期は営業損失10百万円）とな

りました。

（２）当期の財政状態の概況

(資産)

流動資産につきましては、売掛金の減少52百万円、返品資産の減少６百万円があったものの、金銭の信託の増

加200百万円、現金及び預金の増加163百万円などにより前連結会計年度末に比べ310百万円増加して、3,694百万

円となりました。

固定資産につきましては、建物及び構築物の減少35百万円、投資有価証券の減少10百万円などにより前連結会

計年度末に比べ46百万円減少して、2,391百万円となりました。

以上の結果、当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ263百万円増加して、6,085百万円とな

りました。

(負債)

流動負債につきましては、返金負債の減少11百万円があったものの、未払法人税等の増加53百万円、支払手形

及び買掛金の増加14百万円および未払消費税の増加５百万円などにより前連結会計年度末に比べ60百万円増加し

て、856百万円となりました。

固定負債につきましては、長期借入金の減少25百万円があったものの、退職給付に係る負債の増加９百万円、

繰延税金負債の増加７百万円及び株式給付引当金４百万円などにより前連結会計年度末に比べ２百万円増加して

875百万円となりました。

以上の結果、当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ62百万円増加して、1,731百万円となり

ました。

(純資産)

純資産につきましては、その他有価証券評価差額金の減少３百万円があったものの、利益剰余金の増加203百万

円があったことなどにより前連結会計年度末に比べ200百万円増加して、4,353百万円となりました。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の期末残高は2,107百万円となり、前連結

会計年度末に比べて355百万円の増加となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりです。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果獲得した資金は365百万円（前年同期は414百万円の増加）となりました。これは主に、投資有

価証券売却益58百万円があったものの、税金等調整前当期純利益313百万円、売上債権の減少59百万円、減価償却
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費48百万円などがあったことによるものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果獲得した資金は57百万円（前年同期比114百万円減少）となりました。これは主に、定期預金の

増加16百万円及び有形固定資産の取得による支出５百万円があったものの、投資有価証券の売却・回収による収

入77百万円などがあったことによるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果支出した資金は67百万円（前年同期比は５百万円の増加）となりました。これは主に、配当金

の支払額39百万円及び長期借入金の返済による支出25百万円があったことによるものです。

キャッシュ・フロー関連指標の推移

2021年９月期 2022年９月期 2023年９月期 2024年９月期 2025年９月期

自己資本比率(％) 77.5 73.4 71.8 71.3 71.5

時価ベースの自己資本比率(％) 39.6 32.2 28.5 33.3 45.5

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率(％)

― 142.6 275.8 112.2 119.7

インタレスト・カバレッジ・
レシオ(倍)

― ― 82.8 131.0 132.7

（注）1．各指標の算出は、以下の算式を使用しております。

自己資本比率 ：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率 ：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ ：営業キャッシュ・フロー／利払い

2．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

3．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。自己株

式数には「株式給付信託(J-ESOP)」の信託財産として株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)が保有する当

社株式286,681株を含めております。

4．有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っているすべての負債を対象とし

ております。

5．キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してお

ります。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息支払額を使用しております。

（４）今後の見通し

わが国出版市場の長期縮小傾向には歯止めがかかっておらず、引き続き厳しい経営環境が続くものと考えてお

ります。また、昨夏の記録的猛暑にみられるような度重なる自然災害や感染症の世界的蔓延など、社会経済活動

の変容をもたらす不確実性はますます高まっています。

このような中、当社グループは、新しい顧客層の開拓、顧客ニーズを満たすコンテンツ開発を進めるとともに、

Webでの発信やデジタルコンテンツの拡充、書籍・雑誌企画にあわせたセミナー開催などオンライン・リアル双方

で読者・著者・当社の関係強化や顧客層の拡大を図っています。

来期も、引き続きさまざまな試みを行うとともに、積極的な出版活動を行ってまいります。しかしながら、当

社の得意とする各分野において、大きな制度改正等が見込まれていないことから、短期間に売上を大きく伸ばす

ことは難しく、一方で引き続き資材や運送費等の値上げなど製作や販売にかかるコスト負担が一層重くなるもの

と想定しております。

以上により、来期の連結業績は減収と減益を見込んでおります。
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２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、日本基準で連結財務諸表を作

成しております。

なお、IFRS（国際財務報告基準）適用につきましては、当面考えておりません。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年９月30日)

当連結会計年度
(2025年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,676,974 1,840,929

金銭の信託 100,200 300,474

電子記録債権 31,170 24,630

売掛金 803,069 750,127

商品及び製品 574,382 581,171

仕掛品 60,455 63,911

原材料及び貯蔵品 2,706 2,266

返品資産 85,523 78,568

短期貸付金 5,000 -

未収還付法人税等 5,671 378

その他 39,440 52,058

貸倒引当金 △376 △254

流動資産合計 3,384,217 3,694,260

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 961,574 926,289

車両運搬具（純額） 1,774 1,183

土地 1,042,409 1,042,409

リース資産（純額） 8,386 6,099

その他（純額） 26,101 23,324

有形固定資産合計 2,040,246 1,999,307

無形固定資産

ソフトウエア 4,529 3,752

その他 1,731 1,307

無形固定資産合計 6,260 5,059

投資その他の資産

投資有価証券 319,348 308,495

繰延税金資産 1,434 4,891

事業保険積立金 61,962 65,055

その他 8,952 8,574

投資その他の資産合計 391,698 387,017

固定資産合計 2,438,205 2,391,383

資産合計 5,822,423 6,085,643
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年９月30日)

当連結会計年度
(2025年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 210,711 224,800

電子記録債務 133,590 132,857

１年以内返済長期借入金 25,008 25,008

リース債務 2,515 2,515

未払法人税等 13,116 66,484

未払消費税等 44,591 50,388

未払費用 24,503 25,462

賞与引当金 39,447 39,577

株主優待引当金 5,334 2,972

返金負債 130,272 118,344

その他 167,253 167,990

流動負債合計 796,343 856,401

固定負債

長期借入金 430,226 405,218

リース債務 6,918 4,402

退職給付に係る負債 394,222 403,618

株式給付引当金 12,522 17,481

繰延税金負債 14,294 22,144

その他 14,850 22,627

固定負債合計 873,034 875,493

負債合計 1,669,378 1,731,895

純資産の部

株主資本

資本金 383,273 383,273

資本剰余金 245,991 245,991

利益剰余金 3,671,062 3,874,784

自己株式 △262,091 △261,925

株主資本合計 4,038,235 4,242,123

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 114,809 111,624

その他の包括利益累計額合計 114,809 111,624

純資産合計 4,153,045 4,353,748

負債純資産合計 5,822,423 6,085,643
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2023年10月１日
至 2024年９月30日)

当連結会計年度
(自 2024年10月１日
至 2025年９月30日)

売上高 3,100,472 3,256,664

売上原価 2,007,332 2,056,106

売上総利益 1,093,139 1,200,557

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 77,217 77,556

広告宣伝費 77,966 81,019

貸倒引当金繰入額 △120 △122

役員報酬 92,318 90,516

給料及び手当 248,699 247,949

賞与 38,170 38,148

賞与引当金繰入額 21,892 22,469

退職給付費用 12,202 12,854

株式給付引当金繰入額 4,886 5,153

福利厚生費 72,422 71,186

旅費及び交通費 20,860 23,278

租税公課 37,521 20,789

減価償却費 23,492 22,040

支払手数料 162,566 159,324

その他 83,503 93,889

販売費及び一般管理費合計 973,600 966,056

営業利益 119,539 234,501

営業外収益

受取利息 1,041 2,536

受取配当金 11,281 14,321

受取保険金 3,547 3,547

為替差益 - 69

雑収入 2,634 3,042

営業外収益合計 18,505 23,517

営業外費用

支払利息 2,914 2,751

株主優待引当金繰入額 5,334 693

為替差損 2,420 -

雑損失 21 -

営業外費用合計 10,690 3,445

経常利益 127,353 254,573
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(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2023年10月１日
至 2024年９月30日)

当連結会計年度
(自 2024年10月１日
至 2025年９月30日)

特別利益

投資有価証券売却益 - 58,793

固定資産売却益 49 -

特別利益合計 49 58,793

特別損失

固定資産除却損 151,410 0

特別損失合計 151,410 0

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△24,006 313,366

法人税、住民税及び事業税 31,001 74,687

法人税等調整額 117,244 △6,633

法人税等合計 148,246 68,053

当期純利益又は当期純損失（△） △172,252 245,313

非支配株主に帰属する当期純利益 - -

親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に
帰属する当期純損失（△）

△172,252 245,313
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連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2023年10月１日
至 2024年９月30日)

当連結会計年度
(自 2024年10月１日
至 2025年９月30日)

当期純利益又は当期純損失（△） △172,252 245,313

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 30,192 △3,185

その他の包括利益合計 30,192 △3,185

包括利益 △142,060 242,127

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 △142,060 242,127

非支配株主に係る包括利益 - -
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 2023年10月１日 至 2024年９月30日)

(単位：千円)

株主資本
その他の

包括利益累計額

純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 383,273 240,622 3,883,499 △334,253 4,173,141 84,617 84,617 4,257,758

当期変動額

剰余金の配当 △40,184 △40,184 △40,184

親会社株主に帰属する

当期純損失（△）
△172,252 △172,252 △172,252

自己株式の取得 △12 △12 △12

自己株式の処分 5,369 72,174 77,543 77,543

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
30,192 30,192 30,192

当期変動額合計 － 5,369 △212,437 72,161 △134,906 30,192 30,192 △104,713

当期末残高 383,273 245,991 3,671,062 △262,091 4,038,235 114,809 114,809 4,153,045

当連結会計年度(自 2024年10月１日 至 2025年９月30日)

(単位：千円)

株主資本
その他の

包括利益累計額

純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 383,273 245,991 3,671,062 △262,091 4,038,235 114,809 114,809 4,153,045

当期変動額

剰余金の配当 △41,591 △41,591 △41,591

親会社株主に帰属する

当期純利益
245,313 245,313 245,313

自己株式の取得 △28 △28 △28

自己株式の処分 194 194 194

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△3,185 △3,185 △3,185

当期変動額合計 203,722 166 203,888 △3,185 △3,185 200,703

当期末残高 383,273 245,991 3,874,784 △261,925 4,242,123 111,624 111,624 4,353,748
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2023年10月１日
至 2024年９月30日)

当連結会計年度
(自 2024年10月１日
至 2025年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

△24,006 313,366

減価償却費 49,264 48,187

貸倒引当金の増減額（△は減少） △120 △122

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,888 130

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 13,480 9,396

株式給付引当金の増減額（△は減少） 4,593 4,959

受取利息及び受取配当金 △12,323 △16,858

支払利息 2,914 2,751

為替差損益（△は益） 2,420 △69

固定資産除却損 151,410 0

売上債権の増減額（△は増加） 132,160 59,482

棚卸資産の増減額（△は増加） △1,673 △9,804

返品資産の増減額（△は増加） 5,885 6,955

仕入債務の増減額（△は減少） △12,344 13,355

投資有価証券売却損益（△は益） - △58,793

未収還付消費税等の増減額（△は増加） 96,953 -

返金負債の増減額（△は減少） △11,248 △11,928

未払消費税等の増減額（△は減少） 25,292 5,797

その他 14,475 15,485

小計 435,249 382,294

利息及び配当金の受取額 12,072 16,964

利息の支払額 △3,160 △2,751

法人税等の支払額 △54,016 △35,736

法人税等の還付額 23,980 4,367

営業活動によるキャッシュ・フロー 414,125 365,138

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） - △16,258

有形固定資産の取得による支出 △4,634 △5,544

有形固定資産の除却による支出 △124,239 -

無形固定資産の取得による支出 △4,095 △503

投資有価証券の売却による収入 - 77,486

貸付金の回収による収入 21,500 5,000

保険積立金の積立による支出 △3,068 △3,093

投資活動によるキャッシュ・フロー △114,536 57,087

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △27,092 △25,008

リース債務返済による支出 △2,515 △2,515

自己株式の売却による収入 75,551 -

自己株式の取得による支出 △12 △28

配当金の支払額 △40,119 △39,512

財務活動によるキャッシュ・フロー 5,811 △67,065

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,420 69

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 302,978 355,230

現金及び現金同等物の期首残高 1,449,523 1,752,502

現金及び現金同等物の期末残高 1,752,502 2,107,732
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(会計方針の変更)

【「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用】

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改

正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表

における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用して

おります。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結財務諸表となっ

ております。なお、当該会計方針の変更による前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

(追加情報)

【株式給付信託（J-ESOP）の導入】

当社は、2022年11月22日開催の取締役会において、当社の株価や業績と従業員の処遇の連動性をより高め、経

済的な効果を株主の皆様と共有することにより、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めるため、従業

員に対して自社の株式を給付するインセンティブプラン「株式給付信託（J-ESOP）」（以下「本制度」といい、

本制度に関してみずほ信託銀行株式会社と締結する信託契約に基づいて設定される信託を「本信託」といいま

す。）を導入することにつき決議いたしました。

また、本制度の導入に伴い、第三者割当による自己株式の処分を決議し、2022年12月８日に払込みが完了して

おります。本自己株式処分に関する会計処理につきましては、当社と本信託は一体とする会計処理をしており、

本信託が所有する当社株式を含む資産及び負債については、連結貸借対照表に含めて計上しております。

なお、本信託に残存する当社株式（自己株式）の前連結会計年度末の帳簿価額は139,808千円、株式数は

287,081株、当連結会計期間末の帳簿価額は139,613千円、株式数は286,681株であります。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループは、当社及び子会社４社で構成され、主に企業経営全般及びその他分野に関する専門書籍、雑誌

の出版・販売を行う出版事業と広告請負代理を行う出版付帯事業等からなっております。広告請負代理は当社の

発行する雑誌に掲載する広告を請け負っているものであり、雑誌制作全体から見て一体のものであるといえま

す。また、当社グループは、全セグメントに占める「出版事業」の割合が高く、開示情報としての重要性が乏し

いことから、事業セグメントは単一と判断し、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 2023年10月１日
至 2024年９月30日)

当連結会計年度
(自 2024年10月１日
至 2025年９月30日)

１株当たり純資産額 1,072円58銭 １株当たり純資産額 1,124円31銭

１株当たり当期純損失金額(△) △45円34銭 １株当たり当期純利益金額 63円35銭

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

２ １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自 2023年10月１日
至 2024年９月30日)

当連結会計年度
(自 2024年10月１日
至 2025年９月30日)

１株当たり当期純利益金額又は
１株当たり当期純損失

親会社株主に帰属する当期純利益又は
当期純損失金額(△)(千円)

△172,252 245,313

普通株主に帰属しない金額(千円)

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期
純利益又は当期純損失金額(△)(千円)

△172,252 245,313

普通株式の期中平均株式数(千株) 3,799 3,872

３ 期末自己株式数及び期中平均株式数の算定にあたり控除する自己株式数には、「株式給付信託（J-ESOP）」

の信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式を含めております。当該自

己株式の期末株式数は、前連結会計年度287,081株、当連結会計年度286,681株であり、期中平均株式数は、

前連結会計年度287,373株、当連結会計年度286,835株であります。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。


